











fanger, Schweizerische Zivilprozessordnung, 3.Aufl. （2017）, Oberhammer/
Domej/Haas （Hrsg.）, Kurzkommentar Schweizerische Zivilprozessordnung, 
2.Aufl. （2013）, Christoph Leuenberger/Beatrice Uffer─Tobler, Schweizerisches 
Zivilprozessrecht, 2.Aufl. （2016）, Baumgartner/Dolge/Markus/Spühler, Sch-
weizerisches Zivilprozessrecht. 10 Aufl. （2018） （des von OSCAR VOGEL be-
松 村 和 德































gründeten Werkes）, Botschaft des Bundesrates zur Schweizerischen Zivilproz-































（ 4）　Leuenberger/Uffer─Tobler, a.a.O. （Fn.1）, S.379.
（ 5）　Spühler/Tenchio/Infanger, a.a.O. （Fn.1）, S.1409 （Stephan Mazan）., Ober-
hammer/Domej/Haas （Hrsg.）, a.a.O. （Fn.1）, S.1121. （Christian Fraefel）など
参照。
（ 6）　Oberhammer/Domej/Haas （Hrsg.）, a.a.O. （Fn.1）,. S.1121. （Christian Frae-
fel）参照。















─ 協力法（Bundesgesetz über die Information und Mitsprache der Arbeitnehmerinnen und 

















































































（14）　Botschaft ZPO, S. 7347.


























































（16）　Leuenberger/Uffer─Tobler, a.a.O. （Fn.1）, S.380., Oberhammer/Domej/Haas
（Hrsg.）, a.a.O. （Fn.1）,. S.1136. （Christian Fraefel）
（17）　Oberhammer/Domej/Haas （Hrsg.）, a.a.O. （Fn.1）,. S.1136. （Christian 
Fraefel）参照。つまり，このことは，二度目の呼出しが行われる場合におい
ては，通常手続（スイス民訴219条）の類推適用を意味するとされる（Leuen-


























（18）　Botschaft ZPO, S. 7348参照。
（19）　この点については，一部争われている Leuenberger/Uffer─Tobler, a.a.O. 
（Fn.1）, S.381.参照。
（20）　Leuenberger/Uffer─Tobler, a.a.O. （Fn.1）, S.381, S.353.参照。
（21）　BGE140Ⅲ450参照。
（22）　Leuenberger/Uffer─Tobler, a.a.O. （Fn.1）, S.381参照。
（23）　Oberhammer/Domej/Haas （Hrsg.）, a.a.O. （Fn.1）,. S.1137. （Christian 
Fraefel）参照。
































































Haas （Hrsg.）, a.a.O. （Fn.1）,. S.1142. （Christian Fraefel）参照。



























（28）　Spühler/Tenchio/Infanger, a.a.O. （Fn.1）, S.1438 （Stephan Mazan）.


























































条 1項， 2項 a）。他方，略式手続の適用範囲の多くにおいては，この制限は適



















































4  　区分所有権の場合における管理人の選任及び解任（ZGB712条 q,r）









11 　訴訟事件における処分制限の仮登記及び仮登録（ZGB960条 1項 1号，





1  　代理権喪失のための裁判上の供託（債権法（OR─以下 OR）36条 1項）
2　保証のための適切な期間の設定（OR83条 2項）





















2  　共同代表の表示（OR690条 1項，764条 2項，792条 1号及び847条 4項）








提供命令（OR697条 4項，697h条 2項，802条 4項及び857条 3項）
8　株式会社における特別審査（OR697a～697g条）
9  　株式会社又は共同組合の総会招集，審議対象の通知及び有限責任組合

































4  　社債債権者の要請に基づく債権者集会の招集（OR1165条 3項及び 4
項）
（36）　たとえばチューリッヒ州民事訴訟法222条2項により，略式手続における命


























3  　裁判所は，第 1項の権利保護をなすことができないときは，この要請に立
ち入らない。
（37）　Oberhammer/Domej/Haas （Hrsg.）, a.a.O. （Fn.1）,. S.1152 （Ingrid Jent─So-
rensen, Spühler/Tenchio/Infanger, a.a.O. （Fn.1）, S.1490 （Dieter Hofmann）など。
（38）　Botschaft ZPO, S. 7349.



























































































































3  　保護書面は，その提出後 6ヶ月間は，考慮してはならない。
































































（45）　Leuenberger/Beatrice Uffer─Tobler, a.a.O. （Fn.1）, S.386参照。
（46）　BGE127Ⅰ44参照。
266　　早稲田大学法務研究論叢第 5号
（ 3 ）証拠方法の制限
1 ）原則
　スイス民訴法254条は，略式手続についての証拠方法の制限を規定している。
原則として，即座に取り調べることができる証拠方法のみが認められる。この
ことから，書証が原則となる（スイス民訴254条 1項）。証拠方法が書証に制限
される手続は，特にそこで簡略な審理及び単なる疎明に基づいて仮の裁判をす
るような手続である。しかし，この原則には，以下の重要な例外がある。
2 ）例外
　次の場合には，他の証拠方法が問題となる。すなわち，①それが，本質的に
手続を遅滞させない場合，②手続の目的が他の証拠方法の適用を必要とする場
合，③例外的に職権探知主義が妥当し，裁判所が事実関係を職権で確定する場
合である。最後の場合について，このことは，スイス民訴法225条 aにおいて
挙げられた SchGKの手続，非訟事件のすべての裁判所の命令についての手続
が該当するが，しかしまた，スイス民訴法227条に基づいて，婚姻保護につい
て，一般的に家族法上の事件における略式手続について，ならびに子の利益に
関係する手続についても該当する（スイス民訴296条 1項参照）。
（ 4 ）裁判の公開
　裁判の公開については，通常手続の一般規定が適用される。それは，文書で
も口頭でもなすことができる。裁判の公開は，さしあたり主文のみでもするこ
とができ，直接文書による理由とともに行うこともできる。略式手続において
は，多くの事案で，スイス民訴法239条により，さしあたり主文のみ公開する
ことには意味がない。というのも，裁判は，はじめから簡潔な理由をつけて文
書で開示することができるからである。
することができる。
〔参考条文試訳〕
スイス民訴法第253条　意見表明
　申立てが明らかに不適法である，または明らかに理由がないと思われるときに
は，裁判所は，相手方当事者に口頭，または書面によって意見表明する機会を与
える。
スイス民事訴訟法における特別手続（1）　　267
（ 5 ）上訴
　略式手続における裁判に対して，スイス民訴法308条および309条ならびに
319条の基準による控訴または抗告が問題となる。上訴期間は，略式手続のお
いては，短縮され，おおよそ10日間となる（スイス民訴314条 1項および320条 2
項）。非訟事件における命令については，例外的に撤回の可能性もある。
〔参考条文試訳〕
スイス民訴法第254条　証拠方法
1　証明は，文書によってなされなければならない。
2　他の証拠方法は，次に掲げる場合にのみ許される。
a. それが手続を本質的に遅延させない場合
b. 手続の目的が必要とする場合
c. 裁判所が事実関係を職権により認定させるべき場合
スイス民訴法第255条　審理原則
裁判所は，次に掲げる場合には職権により事実関係を認定する。
a. 破産裁判所または遺産裁判所として裁判する場合
b. 非訟事件の命令の場合
スイス民訴法第256条　裁判
1  　裁判所は，法律が特に規定しない限り，弁論の実施を放棄することができ，
書面に基づいて裁判することができる。
2  　非訟事件の命令が事後的に不当であると証明された場合，その命令は，法
律に反するか，法的安定を害する場合を除き，職権または申立てにより，取
り消し，または更正されうる。
